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（答申第２６号） 

答   申 

 

第１ 審査会の結論 

   岐阜県警察本部長（以下「実施機関」という。）が不存在を理由として行った非開示決

定は妥当である。 

 

第２ 諮問事案の概要   

１ 個人情報開示請求 

（１）審査請求人（以下「請求人」という。）は、岐阜県個人情報保護条例（平成１０年岐

阜県条例第２１号。以下「条例」という。）第１６条第１項の規定に基づき、平成２５

年１月２５日付けで、次のとおり個人情報開示請求（以下「本件開示請求」という。）

を行った。 

（２）本件開示請求の内容 

平成２１年２月２３日以前のもので、請求人が○○警察署へ訴えた件の経緯が分かる

資料に記載された保有個人情報（以下「本件保有個人情報」という。） 

 ２ 実施機関の決定 

   実施機関は、本件保有個人情報が記載された公文書は警察安全相談取扱要綱（平成１３

年５月１日付け総第１８７号。以下「要綱」という。）に基づき作成される警察安全相談

受理及び処理票（以下「処理票」という。）と特定したが、本件開示請求に係る処理票（以

下「本件請求対象公文書」という。）は保存期間が満了し、廃棄されていることから、

不存在を理由とする個人情報非開示決定（以下「本件処分」という。）を行い、請求

人に通知した。 

３ 審査請求 

 請求人は、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第５

条の規定に基づき、平成２５年２月６日付けで、実施機関に対して、審査請求（以下「本

件審査請求」という。）を行った。 

４ 諮問 

 実施機関は、条例第２４条の規定に基づき、平成２５年２月２６日付けで、本件審査請

求に対する裁決について、岐阜県個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）に諮問し

た。 

 

第３ 請求人の主張 

１ 審査請求の趣旨 

本件処分の取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 
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請求人が、審査請求書及び口頭意見陳述において主張する審査請求の理由は、次のよう

に要約される。 

（１）○○警察署に訴えた件は平成１４年から訴え続けている犯罪に関するものである。 

（２）現在も悪質極まりない犯罪が続行中であり廃棄等はあり得ない。本当に廃棄されたの

か、確認して欲しい。 

（３）別の事案に係る審査請求において廃棄しないようにお願いしている。 

 

第４ 実施機関の主張 

実施機関が理由説明書及び口頭意見陳述において主張している内容は、次のように要約

される。 

１ 相談業務について 

  警察が行う相談業務は、県民生活の安全に関する相談に応じ、防犯的見地その他の警察

目的から、個々の事案の解決又は解決への支援を行い、相談の事案の解決等を通じて警察

の責務の的確な遂行と警察運営に資するための警察の業務であり、要綱に基づき処理され

るものである。 

  そして、相談を受理したときは、処理票を作成することとされている。 

２ 本件開示請求の経緯について 

請求人は、本件開示請求と同時期に、○○警察署に訴えている件の経緯が分かる資料に

ついての個人情報開示請求（以下「別件開示請求」という。）を行った。実施機関は、別

件開示請求に対し、現在も案件として継続している平成２１年２月２３日付け以降の処理

票を含む請求人が提出した書類を公文書として特定し、個人情報部分開示決定を行ったと

ころ、請求人は同日付け以前の処理票について確認するため本件開示請求に至ったもので

ある。 

３ 本件処分の妥当性について 

  岐阜県警察における公文書の取扱いに関する訓令（平成１３年岐阜県警察訓令第１５号。

以下「訓令」という。）第３５条第１項に基づき設定された文書保存期間基準表により処

理票を編てつした警察安全相談受理簿の保存期間は３年と規定され、また、同条第２項に

より、保存期間は事案の処理が完結した日の属する年の翌年１月１日から起算すると規定

されている。 

本件開示請求の対象とされている相談事案（以下「本件事案」という。）については、

平成１９年１月１１日に、○○警察署から請求人に対し、当該事案は刑事事件にならない

ことを説明したことをもって、事案の処理が完了している。 

そして、本件請求対象公文書は、○○警察署において、平成２０年１月１日から平成

２２年１２月３１日までの３年間保存され、平成２３年１月 1 日をもって、保存期間が経

過したものである。 

実施機関が○○警察署に対し本件請求対象公文書の存否を確認したところ、訓令及び要
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綱に基づき保存した後、保存期間経過により廃棄されたことを確認している。 

よって、本件請求対象公文書は存在せず、不存在を理由として行った本件処分は妥当で

ある。 

４ 請求人の主張について 

  請求人は、別の事案に係る審査請求において、本件請求対象公文書を廃棄しないように

お願いしている旨を主張するが、当該依頼は保存期間が経過した平成２３年２月２０日付

けで行われたものである。 

 

第５ 審査会の判断 

当審査会は、本件諮問事案について審査した結果、以下のように判断する。 

１ 本件開示請求について 

実施機関は、本件開示請求に対し、本件保有個人情報を記載した本件請求対象公文書を

特定したが、保存期間経過により廃棄したとして、不存在を理由に非開示決定を行ってい

る。 

これに対し、請求人は、非開示決定の取消しを求めているので、本件請求対象公文書の

不存在を理由とする非開示決定の妥当性について検討する。 

２ 本件請求対象公文書の存否について 

(１)保存期間の満了について 

    審査会が確認したところ、本件保有個人情報が記載される処理票については、訓令及び

要綱で保存期間が３年であり、保存期間の起算は事案の処理が完結した日の属する年の翌

年１月１日と定められていることが認められた。 

そして、平成１９年１月１１日に、○○警察署から請求人に本件事案が刑事事件となら

ず終結する旨の説明がなされたことに対し、請求人は口頭意見陳述において○○警察署か

ら上記説明を受け概ね理解したこと及び提出した資料の一部が返還された旨を発言して

おり、これをもって実施機関が本件事案の処理を完結した取扱いとしたことに特段の不合

理、不自然な点は認められない。 

      したがって、本件請求対象公文書については、本件事案の処理が完結した日が平成

１９年１月１１日であるとすれば、その翌年である平成２０年１月１日から起算して３年

後となる平成２２年１２月３１日に保存期間が満了しているものと認められる。 

(２)文書の廃棄について 

  審査会が実施機関に確認したところ、訓令第３８条において「文書の保存期間が経過し

たときは、・・・速やかに当該文書を廃棄しなければならない」と定められており、本件

請求対象公文書については、具体的に廃棄した年月日は不明であるものの、訓令に基づき、

保存期間満了後の翌月に廃棄されているとの回答であった。  

３ 上記のとおり、請求人が本件開示請求を行った時点において、本件請求対象公文書の保

存期間は満了しており、当該文書は廃棄されて不存在であるとする実施機関の説明に特段
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の不合理、不自然な点は認められず、他にその存在をうかがわせる特段の事情も認められ

ないことから、実施機関が本件請求対象公文書の不存在を理由として非開示とした決定は

妥当である。 

 

第６ 審査会の処理経過 

      審査会は、本件諮問事案について、以下のように審査を行った。 

 審   査   の   経   過 

平成25年２月26日 実施機関から諮問を受けた。 

平成25年３月21日 実施機関から非開示決定理由説明書を受領した。 

平成25年３月26日 審査請求人に非開示決定理由説明書を送付した。 

平成25年４月15日 審査請求人から非開示決定理由説明書に対する意見書を受領した。 

平成25年４月16日 実施機関に非開示決定理由説明書に対する意見書を送付した。 

平成25年５月22日

（第48回審査会） 

諮問事案の審議を行った。 

 

平成25年７月３日

（第49回審査会） 

実施機関及び審査請求人から口頭意見陳述を受けた。 

諮問事案の審議を行った。 

平成25年８月２日

（第50回審査会） 

諮問事案の審議を行った。 
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